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ART 初回採卵周期における累積出産率の検討 
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研究要旨：生殖補助医療の助成回数は 6 回（40 歳まで）、3 回（40〜43 歳）で、ART の約 40％

が助成対象となっている。1 回の妊娠・分娩に 3-6 回の ART 治療周期が必要とされるため、

第二子を希望した時点で助成対象外となることも多い。ART 妊娠歴の有無を助成制度で考慮

している国もあるが、ART 妊娠の有無と ART 成績の関連性を検討した研究は乏しい。 

昨年度、徳島大学 ART データベースを用いて ART 妊娠歴の有無と妊娠率の関連を検討した

ところ、ART 妊娠がある症例は、その後の ART で有意に高い妊娠率を示すことが示唆され

た。妊娠しても流産に終わる症例が少なくないため今回、累積出産率に着目して、初回採卵

症例における解析を行った。

2010 年 4 月から 2018 年 12 月までに徳島大学病院で実施した初回採卵実施症例 635 例に実

施した胚移植周期 876 周期を対象として、累積出産率を患者背景と比較検討した。全体の初

回移植あたり出産率は 33.1％、累積出産率は 45.2%（6 回目の移植が最多回数）であった。年

齢が若く、採卵個数が多い症例ほど、累積出産率が高い傾向にあった。移植可能胚盤胞数が

累積出産率に与える影響は明確ではなかった。

今後、初回出産を終了し凍結胚が残っていない症例を対象として同様の解析を行い、比較す

ることで、ART 出産歴の有無とその後の出産率の差を解析することは、ART 助成制度の有用

性、有効性に関する検討を行う上で有用なデータとなることが示唆された。

A. 研究目的

我が国では生殖補助医療（ART）は公的

医療保険の対象外であるが、2004 年から

開始した「不妊に悩む方への特定治療支援

事業」による治療費助成が、患者及び医療

に与える影響は極めて大きい。対象となる

条件などが拡充され、現在では ART の約

40％が助成の対象となっている（参考デー

タ）。一方、治療しても妊娠する見込みが

低い対象者が治療を継続することの医療

的、社会的問題点から、2014 年に 1 個人

が助成を受けることができる治療回数を

それまでの 10 回から 6 回に、対象となる

年齢も 43 歳までに、それぞれ制限が始め

て加わり、さらに 2016 年には 40〜43 歳で

は助成回数は 3 回までに制限された。これ

らの変更により、比較的高年齢の女性が

ART を検討する場合に、従来以上に若年

な内に検討することが促されるなど、社会

的にも好ましい変化が起こっている。
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ART による出産率は、35 歳で 19％と一

般に期待されるほどは高くないため、分娩

に至るまでに 6 回を超える ART 治療周期

を必要とすることもある。ART により妊

娠出産を経験した女性が、第二子を検討す

るときには、既に治療助成制度の対象外と

なっていることも少なくなくない。例えば

フランスでは、ART による妊娠歴がある

女性は、次子の治療で再度公費負担を受け

ることができるが、ART 妊娠・出産歴の有

無と治療成績の関連を検討した疫学研究

はない。 

助成制度の効果的かつ効率的な事業を継

続的に目指す観点から、昨年度は ART 妊

娠歴の有無と妊娠率の差を検討した。本年

度は、臨床妊娠するも流産した症例を考慮

にいれ、「累積出産率」に着目した検討を

行った。 

 

B. 研究方法 

 2010 年 4 月から 2018 年 12 月までに徳

島大学病院で実施した初回採卵実施症例

635例に実施した胚移植周期 876周期を対

象（図 1）として、臨床流産例を出産例と

区別して解析し、各移植回数における累積

出産率を求めた。解析は、年齢および採卵

個数による影響を軽減するため年齢別

（22-35 歳、36-39 歳、40-42 歳、43 歳以上）

および採卵個数別（1〜5 個、6~9 個、10~13

個、14〜17 個、18 個以上）での解析を加

えた。 

 

C. 研究結果 

１．周期別出産率と累積出産率 

 全症例の周期別出産率と累積出産率を

図 2 に示す。初回移植あたり出産率は

33.1%であり、妊娠率（昨年度の解析 40.1％）

と、その後の流産率を合計した値となった。

移植回数毎の周期別出産率は回数が重な

るとやや低い傾向にあった。累積妊娠率は、

上昇するが、1 回の採卵で移植可能な胚盤

胞が 4 個以上得られることが少ないこと

もあり（4 回目での累積出産率 44.7％）、

それ以降の妊娠の積み上げは極めて少な

い。各年齢別の移植回数別の出産率も同様

であった（図 3）。 

年齢毎の累積妊娠率を図 4 に示す。初回

移植あたり妊娠率は、年齢による影響が顕

著であり、加えて累積出産率も年齢間の差

が明確であった。 

 

２．採卵個数別、移植可能胚盤胞数別の累

積出産率（図 5，図 6） 

採卵個数が多いと初回移植時の出産率が

高い傾向にある(図 5)が、年齢が交絡因子

である可能性が高いと考えられた。また、

採卵数が多いと胚移植可能な胚盤胞数が

多く、結果的に移植回数が増加するため、

累積出産率は高くなる傾向にあった。一方、

移植可能な胚盤胞数別の解析（図 6）を行

ったところ、各両群間に顕著な差を認めな

かった。 

 

D. 考察 

累積出産率は年齢、採卵数と相関し、ART

の有用な指標であることが示された。 

昨年度の解析では、ART 妊娠のある症例

は、ART 妊娠のない症例に比して初回妊
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娠率が有意に高く、その後の累積妊娠率も

高い累積妊娠率（有意差は認めない）を示

している。 

今回の検討は、初回採卵実施症例での出

産成立に着目して解析を行ったので、2020

年度は、出産を終えた症例のその後の経過

に着目し、ART 妊娠・出産の有無が、その

後の採卵・胚移植と得られた凍結胚を用い

た複数回の融解移植によって得られる累

積妊娠率に及ぼす影響を検討する予定で

ある。 

 

E. 結論 

ART 累積出産率は、ART 成績の最もわか

りやすい指標であり、年齢、採卵数と関連

することがわかった。今後、この指標を用

いて ART 出産後、治療を再開した症例に

おける成績を解析し、これらの症例が分娩

後に申請可能な助成回数を増加させるこ

とで、これまでの助成対象に比較して、よ

り高い妊娠・出産率を期待することが可能

であるかどうかを検討する必要があると

考えられた。 

これらの解析は ART の補助金制度に対

し、妊娠・分娩後の新しい支援のかたちへ

の有用なデータとなることが期待される。 

 

F. 健康危険情報 

なし。 

G. 研究発表 

なし。 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし。 
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